
森林経営管理制度
（経営管理実施権配分計画等）

2021・8・26【 基礎研修 】

宮城県市町村森林経営管理サポートセンター



森林経営管理制度にかかる基本的な事務の流れ①（経営管理権の取得まで）

経営管理意向調査

意向の聴取・申出の受領

経営管理権集積計画の公告・縦覧

経営管理権の取得

市町村森林所有者 民間事業者

意思表明

経営管理受益権の取得
通知

経営管理の委託の申出

同意

都道府県

法第５条

法第６条第１項

法第４条第１項

法第７条第１項

対象としない旨通知

法第６条第２項

法第７条第２項

法第４条第５項

法第７条第２項

経営管理意向調査の事前準備

関係権利者全員の同意の取り付け

経営管理権集積計画の作成

経営管理権集積計画の案を作成
（隣接地の合意形成（境界明確化）を含む）

森林簿情報の提供

２ 森林所有者の意向の確認・取りまとめにかかる事務委託等

４ 境界が不明確な森林における経営管理権集積計画の作成

５ 経営管理権集積計画と経営管理実施権配分計画の作成

７ 自然災害発生時における対応方針別の経営管理権集積計画

１ 全体のスケジュールの例

３ 意向調査の対象森林と経営管理権集積計画の対象森林の設定

６ 森林所有者に支払われるべき金銭の額の算定

経営管理権の取得後へ
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森林経営管理制度にかかる基本的な事務の流れ②（経営管理権の取得後）

経営管理権の取得

市町村森林所有者 民間事業者

市町村森林経営
管理事業の実施

経済ベースにのらない森林

都道府県

法第７条第２項

法第３３条第１項

経済ベースにのる森林

民間事業者の公募

応募書類の受領

経営管理実施権配分計画の公告・縦覧

応募

通知の受領

経営管理受益権の取得 経営管理実施権の取得

民間事業者の選定

同意

民間事業者の
リスト化・公表

法第３６条第１項

法第３６条第２項

法第３６条第３項

法第３５条第１項

法第３７条第１項

法第３７条第２項

法第３５条第３項

法第３７条第２項法第３７条第２項

同意の取り付け

※経営管理実施権配分計画
の内容（事業者の選定時に提
出された企画提案を含む）に
ついて、所有者に事前に情報
提供するよう努める

経営管理受益権の取得

※公告に加え、別途通知
することが望ましい

民間事業
者の推薦

※公告に加え、別途通知
することが望ましい

経営管理実施権配分
計画の案を作成

５ 経営管理権集積計画と経営管理実施権配分計画の作成

６ 計画に記載する森林所有者に支払うべき利益の算定

経営管理実施権配分計画の作成
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経営管理権集積計画と経営管理実施権配分計画の作成手順の例

【例１】 都道府県が募集・公表する民間事業者のうち当該市町村内で権利設定を希望する者が２者以上存在し、
かつ、集積計画作成段階で民間事業者に再委託する際の具体の条件等を決めることが困難な場合

意
向
調
査

意
向
を
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森
林
所
有
者

と
協
議

集
積
計
画
の
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意
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集
積
計
画
の
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当
該
市
町
村
内
で
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利
設
定
を
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望
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に
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供

情
報
提
供
を
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た
森
林
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討
し
、
受
託

し
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林
が
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れ
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一
者
で
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応
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あ
っ
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選
定
プ
ロ
セ
ス

配
分
計
画
作
成

・経営管理実施権を設定しない場合
「計画期間内に〇回間伐する」等
（市町村森林経営管理事業）

・経営管理実施権を設定する場合
「民間事業者と市町村で協議する」
（白紙委任）

市町村

市町村

市町村
市町村

市町村 民間事業者 市町村

市町村

経営管理の内容（例）

一
者
も
反
応
が
な
い
場
合

次年度の意向調査や申出状況等を踏まえ、新たに経営管理権
を設定した森林が生じた際に、これらの森林と併せて再度民間
事業者に打診

集積計画に基づき市町村森林経営管理事業
を実施

又は

市町村

市町村

当該市町村内で権利設定を希望
する民間事業者全員へ通知

民間事業者から企画提案書を受領

選定委員会による審査

再委託先の民間事業者の決定
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優先順位の高い区域の森林の所有者に対して経営管
理意向調査を行います。

経営管理意向調査を行おう

○ 概要

・抽出した森林について、市町村が経

営管理権集積計画を定める（委託を

受ける）場合は、森林所有者に対し

て意向調査を行う必要（法第５条）

・その際、森林所有者が森林経営管理

制度について十分理解した上で、よ

り多くの回答を受け取ることが望ま

しいため、説明会の開催やパンフ

レットの送付等を行う

意向調査票の配付・郵送

・説明会を開催し、森林所有者に対して制度の
概要や趣旨を説明した上で、意向調査票を渡そ
う。
・森林所有者が遠方に住んでいる場合は、制度
の概要が記載されたパンフレット等を同封して
意向調査票を郵送しよう。

森林所有者から意向調査票を受け取ろう。
回答期間は、１月程度確保しよう。

意向調査票を回収しよう

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

事務の手引 2-3-6

☆ ポイント
意向調査票を郵送する場合、森林所有者からの回答を得るためには、意向調査票やパンフレットとあわせて、
所有山林の現在の状況などの情報を届けることが有効です。



（参考）森林計画図への書き込み

5

収集した施業履歴等を森林計画図に書き込むことで、意向調査の候補となる
対象森林を抽出します。

①私有林の人工林 ③過去10年程度施業履歴なし②森林経営計画なし

意向調査の候補となる
対象森林

（①かつ②かつ③）

※③が不明の場合には
①かつ②を抽出

属性データ
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リスト化した森林について、意向調査対象森林
を抽出し、その森林で意向調査を実施する時期
を計画します。

（参考）リスト〔実施計画〕の例

過去10年間施業が
行われていない森林
を優先して意向調査

森林の所有者が分かっ
ている森林を優先して
意向調査

意向調査の実施年度を記入したリストの例（平成30年に作成したリストを想定）

意向調査
実施年度

所在
地
番

林
班

小
班

面
積

(ha)

林種
樹種

林
齢

施業
履歴

森林経
営計画
の有無

森林所有
者の氏

名・住所

その他参
考となる

情報

H32 ●●市◆◆ 123 12 17

1.6

人工林
スギ

40 H22間伐
有

H32終了
●●氏
●●市

共有者
▲▲氏
▲▲市

H32 〃 123 12 18 〃 40 H22間伐 無
●●氏
●●市

共有者
▲▲氏
▲▲市

H31 〃 124 13 17

2.5

〃 60 無 無
●●氏
●●市

ー

H31 〃 124 13 18 〃 30 H15除伐 無
■■氏
■■市

ー

－ 〃 125 14 17 1.0 〃 41 H29間伐
有

H34終了
■■氏
■■市

ー

H33 〃 126 15 17 1.2 〃 42 H25間伐 無
■■氏
■■市

ー

H34 〃 127 16 20 1.5 〃 45 H24間伐 無 ー ー
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意向調査は、以下の事項を記載した書面（意向調査票）
で行う必要があります。

（参考）意向調査票の記載項目

☆ ポイント
意向調査票は、規則第３条第１～３号の事項について記載する必要がありますが、問いの記載ぶりや選択肢
の内容は意向調査の実施主体が決めることができます。地域の実情に合った意向調査票を作成しましょう。

○ 意向調査の記載項目（規則第３条）

一 集積計画対象森林についての経営

管理の現況

二 集積計画対象森林についての経営

管理の見通し

三 その他参考となるべき事項

（例）
＜現在の所有山林の管理や手入れの状況について＞
・あなたが所有している山林について、現在どのよう
に管理（見回り）や整備（間伐などの施業）をされて
いますか？
・過去10年以内に間伐等の整備をしましたか？

（例）
・お持ちの山林の今後の経営や管理についてどのよう
にお考えですか？
（選択肢として、①自ら経営や管理をする。②市町村
に経営や管理を委ねることを検討したい。等）

（例）
・意向調査票に記載した山林はあなたが所有している
山林で間違いありませんか？

事務の手引 2-3-6

別記様式２
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森林所有者からの回答を踏まえ、経営管理権集積計画
の作成手続を進める等の対応を検討します。

回答を踏まえて対応を検討しよう①

☆ ポイント
意向調査の回答より経営管理権集積計画を定める必要があると判断した場合は、１年を目途に経営管理権集
積計画を作成しましょう

○ 概要

・意向調査の回答結果をとりまとめ、

経営管理権集積計画を定めることが

できるか検討しましょう。

・森林所有者から、市町村に経営や管

理を委ねたいとの回答があり、経営

管理権集積計画を定めると判断した

場合には、計画の作成手続きを進め

ましょう。

回答結果のとりまとめ

森林所有者から、市町村に経営や管理を委ねる
ことを検討したいと回答があった場合、周辺の
森林所有者からの回答も踏まえ、経営管理権集
積計画を定めることができるか検討しましょう。

経営管理権集積計画を定めると判断した場合、
経営管理権集積計画の作成手続を進めましょう。

対応策の検討（計画の作成手続き）

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

事務の手引 2-3-7･8

意向調査への回答がない場合 手引2-3-8
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周辺の森林所有者から意向調査の回答によっては、ただちに
経営管理権集積計画の作成手続を進めることが難しい場合も。

回答を踏まえて対応を検討しよう②

☆ ポイント
経営管理権集積計画を作成するまでに１年以上を要する場合は、森林所有者にその旨を伝えるとともに、定
期的に進捗状況を連絡することなどにより意向に変更がないことを確認することが重要です。

○ ただちに計画策定が難しい場合

・周辺の森林所有者から委託の回答が

得られず効率的な経営管理が進めら

れない場合

・路網の作設が難しい場合

など、ただちに計画策定が難しい場合

には、計画策定に向けた条件整備など、

今後の取組の検討を進めましょう。

ただちに計画策定が難しい場合

周辺の森林所有者から委託の回答が得られない
場合など、経営管理権集積計画を定めることが
できない場合には、今後の取組を検討しましょ
う。

○ 作業フロー図

２‘
Step

事務の手引 2-3-7･８

自ら経営などを行う旨の回答の場合 手引2-3-8

自ら経営管理を行うと回答があった場合

その他

Step
適切に経営管理が行われるよう指導していきま
しょう。



● 森林所有者から市町村へ経営管理を委託することについて希望があった場合
・ 市町村は、周辺の森林の集積の状況等も踏まえ、森林所有者との合意の下で

経営管理権集積計画を定め適切な時期に経営管理権を設定します。

● 森林所有者自らが経営管理を行う場合
・ これまで通り、森林所有者による経営管理（所有者自らが民間事業者に経営
委託する場合を含む）を支援します。経営管理が行われているか、適宜状況を
確認します。

● 森林所有者から回答がない場合
・ 森林所有者がわかっていても回答がなく、経営管理が行われていない場合は、
市町村への経営管理権の設定を促します。

・ 森林所有者がわからない場合、探索、公告を行い、都道府県知事の裁定を経
て市町村へ経営管理権を設定することが可能です。

● 森林所有者から寄附や買収などの希望があった場合
・ 寄附や買収は経営管理権の設定の対象とはなりませんが、市町村が寄附を受
けたり、森林を土地ごと所有する意向がある民間事業者に紹介するなどの対応
が考えられます。

10

（参考）回答を踏まえた対応

自ら経営などを行う旨の回答の場合 手引2-3-8

意向調査への回答がない場合 手引2-3-8
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森林所有者から経営管理権集積計画を作成することについて申出が可能。申出
があれば、経営管理権集積計画の作成手続を進める等の対応を検討します。

意向調査を実施していない森林所有者から
申出があった場合

☆ ポイント
森林所有者は申出に当たり、①申出に係る森林の所在等を記載した申出書、②その森林所有者であることを
確認するための書類（森林の登記事項証明書等）を提出する必要があります（規則第４条第１、２項）。

○ 概要

・森林所有者は、市町村に対して経営

管理権集積計画を作成することについ

て申出をすることが可能（法第６条）

・そのため、意向調査の実施計画など

を踏まえ、経営管理権集積計画を定め

るかどうか検討し、

① 計画を定めることとした場合は作

成手続を進める

② 計画を定めないこととした場合は

森林所有者にその旨や理由を通知

申出の内容を踏まえて対応を検討しよう

森林所有者から、市町村に経営や管理を委ねた
いという申出があった場合、意向調査の実施計
画などを踏まえ、経営管理権集積計画を定める
かどうかを検討しましょう。

経営管理権集積計画を定めると判断した場合、
経営管理権集積計画の作成手続を進めましょう。

経営管理権集積計画を定めないと判断した場合
には、森林所有者にその旨や理由を通知しよう。

検討結果を踏まえ対応しよう

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

事務の手引 2-4

２‘
Step
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市町村が経営管理権集積計画を定めると判断した森林について、
経営管理権集積計画を作成します。

経営管理権集積計画を作成しよう

計画の記載事項について協議しよう

森林所有者と協議した内容で、経営管理権集積
計画の案を作成するとともに、委託を受ける箇
所の図面を作成しよう。

経営管理権集積計画の案を作成しよう

森林で行う経営管理の内容等の計画記載事項に
ついて森林所有者と協議しよう。
その際、隣接地との境界が明確となっているか、
関係権利者がいるかを確認しよう。

作成した経営管理権集積計画の案について、森
林所有者や関係権利者から同意を得よう。

森林所有者等から同意を取得しよう

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

３
Step

森林所有者に具体的な案が無い場合 手引2-5-2-5

○ 概要

・経営管理権集積計画は、経営管理権

の存続期間や、経営管理の内容等を

定めた計画

・経営管理権集積計画は、森林所有者

や関係権利者から同意を得る必要あ

り

・そのため、経営管理権集積計画を作

成する場合には、森林所有者と協議

した上で案を作成し、森林所有者や

関係権利者から同意を得る

計画記載事項の留意事項 手引2-5-1･2

事務の手引 2-5

☆ ポイント
経営管理権集積計画を定める場合には、計画書及び法の概要や計画の内容について、市町村から説明を向け
た旨の確認書（別記様式第６号）にも押印をもらいましょう。
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経営管理権集積計画を公告することで経営管理権等が設定されます。公告した
経営管理権集積計画は担当課の窓口等で縦覧します。

経営管理権集積計画を公告、縦覧しよう

経営管理権集積計画を公告、縦覧しよう

経営管理権集積計画を定めたときは、インター
ネットや市町村の公報で公告し、市町村の担当
課の窓口で縦覧しよう。
また経営管理権集積計画の写しを森林所有者や
関係権利者に送付しよう

○ 作業フロー図

１

Step

○ 概要

・経営管理権集積計画は公告すること

で経営管理権等が設定されます

（法第７条第２項）

・また、経営管理権は公告後に森林所

有者となった者にも効力があります

（法第７条第３項）

・そのため、経営管理権集積計画を定

めた場合、その森林に経営管理権が設

定されることを広く一般に知らしめる

ため、インターネットや市町村の公報

で公告し、担当課の窓口で縦覧しま

しょう
☆ ポイント
集積計画を公告・縦覧する際、個人情報保護の関係から森林所有者の氏名等は黒塗りにするなど配慮しよう。
また、市町村森林整備計画を策定（変更）する際に、集積計画を定めた森林の情報を記載しよう。

事務の手引 2-6

公告後に森林所有者が変更になった場合手引2-6-2

経営管理権集積計画の取消し手引2-7
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経営管理権集積計画を公告・縦覧する際は、個人情報保護の
関係に留意する必要があります。

（参考）経営管理権集積計画の公告・縦覧

　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

経 営 管 理 権 集 積 計 画（記載例）

7

6

5

4

3

2

1 ●●市●●

同上

同上

●●市▲▲

同上

同上

同上

同上

同上

スギ9

8

125 12 21 0.62 スギ

124 12 20 スギ

210 24 2 ヒノキ

210 24 1 スギ山林

212 24 3 0.97

16 スギ 65 2019.4.1
20年

(2039.3.31)
山林

18 スギ 30 同上 同上 別添１の②参照

17 スギ 55 同上

123

123

12

12

12123

同上

124 19 ヒノキ 64 同上 同上 別添１の①参照12 山林

25

10

山林

山林

62 同上 同上 別添１の①参照

同上 同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

1.19
別添２の①参照 同上

50 同上

山林

山林

別添２の①参照 同上

58 同上

41 同上 同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

同上 別添１の①参照 別添２の①参照 同上

2.55

山林

山林

別添１の①参照 別添２の①参照 別添３参照

別添１の①参照 別添２の①参照 同上

別添２の②参照 同上

1.60

林班 小班 地目
面積
ha

現況
樹種

現況
林齢

　●●県●●市●●●、▲▲県▲▲市▲▲

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権
の始期

経営管理権
の存続期間
（終期）
（Ｂ）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき

金銭（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを
支払うべき時
期、相手方及

び方法

備考
地番所　在番号

印 印

整　理
番　号

集〇

経営管理権の設定を受ける市町村
（乙） 　●●市長　●●●● 　●●県●●市●●●

経営管理権を設定する森林の森林
所有者（甲） ●●、▲▲、■■

※経営管理の内容に主伐を

含める場合は15年を超える期

間とする。

経営管理権集積計画を公告・縦覧する場合、森林所有
者の氏名や住所、支払の相手方等、個人情報の保護の
観点から公表することが望ましくない部分については
黒塗りにしましょう。

公告をすることで市
町村に経営管理権が

設定されます



「市町村森林経営管理事業」とは

市町村森林経営管理事業

対象となる森林は、市町
村が経営管理集積計画に
より経営管理権を取得し
た森林のうち、市町村が
林業経営者に経営管理実
施権を設定しない又は設
定するまでの森林

【 民間事業者の能力の活用 】
市町村森林経営管理事業の実施に当たっては、請負事業を発注すること等により、
民間事業者の有する技術能力を活用

【 実施方法 】
市町村森林経営管理事業においては、対象となる森林の状況を踏まえて、間伐を
繰り返して複層林化するなど、自然的条件等の状況を踏まえ施業

【 費用等の取扱 】
費用を市町村が負担する場合、発生した収益は、原則、市町村のものとする

事業の実施

経営管理権
集積計画

森林所有者は，その権原に属する森林
について，適時に伐採，造林及び保育
を実施することにより，経営管理を行
わなければならない。〔法第３条〕

15



森林・林業のサイクル

森林は、適切に経営管理を行うことで、木材生産のほか、国土の保全、水源
の涵養、地球温暖化の防止などの働きを発揮し、地域に様々な恩恵

16



経営管理が行われていないおそれがある森林の
基準の目安（参考） → 集積計画の対象となる森林

地域森林計画の対象森林で，多面的機能発揮のために間伐等の施業が実施されていない森林。

17



【 スギ・人工林 】

下刈り
つる切
・除伐

枝打 保育間伐 利用間伐 皆伐 択抜 複層林

　Ⅰ   1～5 ○ ×  無 → 市町村事業

　Ⅱ～Ⅳ   ６～20 △ ○ ○ ○ △  難 → 　　〃

　Ⅴ～Ⅶ（標準伐期齢）   21～35 ○ ○  小 → 　　〃

　Ⅷ～（標準伐期齢超え）   36～ △ ○ ○ △  有

　ⅩⅣ～（長伐期）   71～ × ○ ○ △  大

再委託の可能性保　　育 間　　伐

現　況　齢　級
林　齢

（年生）

齢　級　区　分

　　　経営管理実施権 ？

主　　伐

施　業　区　分

経営管理権集積計画に関係する森林施業区分〔参考〕

【事務の手引P15参照】
表１「経営管理が行われていないおそれがある森林の基準の目安」
に記載されている樹齢等の区分でまとめた場合

18



経営管理権集積計画に関係する森林施業区分〔参考〕

19



20

市町村が経営管理権を取得した森林で経営管理実施権を設定しない（設定できない）
森林については、市町村森林経営管理事業を行います。

市町村森林経営管理事業を実施しよう

○ 概要

・経営管理権を取得した森林で、経営

管理実施権を設定しない場合（民間

事業者に再委託しない場合）は、市

町村自ら管理する必要があります

（市町村森林経営管理事業）

・そのため、経営管理権を取得した森

林について事業の実施時期を計画し

た上で、計画的に事業を実施しま

しょう

・事業の実施にあたっては、請負事業

を地域の民間事業者に発注する等、

その活用に配慮しましょう

事業を計画しよう

経営管理権を取得した森林について、市町村森
林経営管理事業（実施時期、内容）を計画しよ
う。

森林環境保全整備事業における標準単価等を活
用し、適正な予定価格を算出しよう。

予定価格を算定しよう

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

☆ ポイント
市町村森林経営管理事業は、森林の自然的条件を踏まえ、複層林施業や長伐期施業等の方法により行う必要
があります。また、市町村森林整備計画を策定（変更）する際に事業計画を掲載しよう。

通常の市町村有林と同様の方法で、間伐等の請
負事業を地域の民間事業者に発注し、市町村森
林経営管理事業を実施しよう。
実施にあたっては、民間事業者を活用しよう。

事業を発注しよう（民間事業者の活用）

３
Step

事務の手引 3



市町村森林経営管理事業を請負事業で発注する場合、
適正な発注となるよう留意します。

（参考）市町村森林経営管理事業の発注の流れの例

事
業
実
施
時
期
を
計
画

事
業
の
予
定
価
格
を
積
算

指
名
競
争
入
札
等

経
営
管
理
権
の
取
得

契
約
の
締
結

現
地
調
査
結
果
と
森
林
環
境
保
全
整
備
事
業
に

お
け
る
標
準
工
程
を
も
と
に
予
定
価
格
を
算
出

一
般
競
争
入
札
の
参
加
資
格
を
有
す
る
者
の
う

ち
か
ら
指
名
し
た
者
に
入
札
の
場
所
等
を
通
知

し
た
上
で
入
札
を
行
い
、
落
札
者
を
決
定
等

○ 事業発注の流れの例

事
業
実
施
箇
所
の
現
地
調
査

（
委
託
や
臨
時
職
員
等
を
活
用
）

※事業の予定価格は、「森林環境保全整備における標準単価の設定等について（平成23年３月31日 22林整整第857号）」
や都道府県の定める標準単価をもとに積算しよう（直接工事費、測量設計費、間接工事費、消費税相当額について積算）。

21



経営管理権集積計画策定後の流れ

経営管理権集積計画の作成

 計画内容の検討
市町村森林経営管理事業

or
経営管理実施権設定

 経営管理権の取得

事前準備

 現地調査（立木調査、境界測量など）

予定価格の積算・経営管理実施権の設定の検討

 調査結果の整理

 森林整備事業の積算方法等を準用し積算

 一般競争入札、指名競争
入札（入札公告）

 随意契約（見積書の徴収）

経営管理実施権者からの報告徴収（監督）

 選定要領等の作成

 企画提案の公募・審査、民間事業者の選定

 経営管理実施権配分計画の作成・公告

市町村森林経営管理事業

経営管理実施権の設定

22



条文を再確認
●森林経営管理法
第36条
１～２（略）
３ 市町村は、経営管理実施権配分計画を定める場合には、

農林水産省令で定めるところにより、経営管理実施権を設定する民間事業者を都道府県により公表されている
民間事業者の中から、公正な方法により選定するものとする。

４ 都道府県及び市町村は、経営管理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者の公募及び公表並びに
経営管理実施権の設定を行う民間事業者の選定に当たっては、これらの過程の透明化を図るよう努めるものとする。

●森林経営管理法施行規則（省令）
第33条 市町村は、公正な方法により民間事業者を選定するときには、都道府県により公表されている民間事業者

に対し、経営管理実施権配分計画に定める事項について提案を求めるものとする。
２ 市町村は、その提案を適切に審査し、及び評価するものとする。
３ 市町村は、公正な方法により提案を求めるに当たっては、あらかじめその旨及びその評価の方法を公表する
とともに、その評価の後にその結果を公表してするものとする。

審
査
基
準
の
公
表

企
画
提
案
の
募
集

適
切
な
審
査
・
評
価

結
果
の
公
表

Point
この４ステップが担保
されることで、
選定の過程が透明化され、
公正な方法で選定した
と言える。

事務の手引４－３
４－４
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経営管理実施権の設定までの流れ
企画提案を求める事前準備

 選定委員会の設置（要綱の作成）

 審査基準の作成

 選定要領の作成

企画提案の募集（約１か月）

 選定要領の公表

 民間事業者に通知

（注）経営管理実施権の設定を希望する全ての民間事業者あて

→これも、公正な方法による選定のため

事業者選定（約１週間）

 選定委員会の開催、審査・評価

 結果の公表、通知

民間事業者に協議（同意を得た）上で、経営管理実施権配分計画を作成・公告

毎回変わらないなら、
一度作って公表すればOK

→ 提案を求めるたびに作成し、公表

選定委員会要綱
・委員会の目的
・委員
・委員の任期
・委員の職務 等

審査基準
・審査項目
・審査基準
・処理期間 等

選定要領
・対象森林
・選定方法
・選定スケジュール
・提出書類 等

委員会の設置は
過程の透明化を
図る一手段

審査基準は
省令に基づく
必須事項

事務の手引４－３
４－４
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経営管理実施権配分計画を定めるまでの流れ

【 民間事業者の選定 】
市町村は、都道府県が公表した民間事業者に対し、経営管理の内容等について企画提案の募集を実施
市町村は、企画提案書を審査し、経営管理実施権を設定する民間事業者を選定
選定された民間事業者と協議した上で、経営管理実施権配分計画を作成

25
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経営管理権を取得した森林のうち、林業経営に適した森林については、
経営管理実施権を設定する民間事業者を選定します。

経営管理実施権配分計画を作成しよう①

選定方法を公表しよう

都道府県が公表する経営管理実施権の設定を受
けることを希望する民間事業者から経営管理の
内容等について提案を求めよう。

企画提案書を募集しよう

選定方法（企画提案を求める旨、企画提案を評
価する方法等）について公表しよう。

企画提案書を審査・評価した上で、経営管理実
施権を設定する民間事業者を選定しよう。
選定した後は、選定結果を公表しよう。

経営管理実施権を設定する民間事業者を
選定しよう

１
Step

２
Step

３
Step

企画提案書の審査について 手引4-4-2

○ 作業フロー図

☆ ポイント
企画提案書の審査・評価は、公平性の確保という観点から、市町村の担当課以外の者や都道府県職員等の
第三者と連携して行いましょう。

○ 概要

・経営管理実施権を設定する場合は、都

道府県が公表している民間事業者の中

から、公正かつ過程の透明化が図られ

た方法で選定する必要があります

・そのため、

① 経営管理権を取得した森林で、経営

管理実施権を設定しようとする森林に

ついて選定方法等を公表し

② 民間事業者から企画提案を受け、

③ その企画提案を審査・評価して民間

事業者を選定し、選定結果を公表しま

しょう

企画提案書の例 別記様式17

事務の手引 4-4
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選定した民間事業者に経営管理実施権を設定するため、経営管理実施権配分計画
を作成しましょう。

経営管理実施権配分計画を作成しよう②

経営管理実施権配分計画の案を作成しよ
う

企画提案書をもとに経営管理実施権配分計画の
案を作成しよう。

経営管理実施権配分計画の案について民間事業
者の同意を得よう。

経営管理実施権配分計画の案について民
間事業者の同意を得よう

○ 作業フロー図

１
Step

２
Step

○ 概要

・選定した民間事業者に経営管理実施

権を設定するため、経営管理実施権

配分計画を作成

・経営管理実施権配分計画は民間事業

者の同意が得られている必要あり

（法第35条第３項）

・そのため、民間事業者からの企画提

案書をもとに経営管理実施権配分計

画の案を作成し、民間事業者から同

意を得る

☆ ポイント
経営管理実施権配分計画は森林所有者の同意を要件としていませんが、円滑な制度運用の観点から、経営
管理実施権配分計画を定める前に、森林所有者に対して経営管理実施権配分計画のもととなる企画提案書
を送付しましょう。

事務の手引 4-5



（参考）民間事業者選定の流れ

民間事業者選定の流れのイメージは以下のとおりです。

事務の手引 4-4
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企画提案の留意事項（和歌山県の例）

市町村は、都道府県が公表している民間事業者の中から当
該市町村内で経営管理実施権の設定を希望している全員に
対して公募する必要があります。

【例】那賀区域の市町村の場合

・竹上木材株式会社
・和海紀森林組合
・木原造林株式会社勝浦事業所
・株式会社上市屋銘木店

那賀区域を希望す
る４事業体に公募。

【公募の際に送付する資料】

・企画提案を求める通知
・選定要領
・その他参考となるもの（対象箇所の図面等）

集積計画をHPに公告していない場合は、集積計画
本文も送付

29



「林業経営者」
（【Ｂ】のうち、市町村から選定され、経営管理
実施権の設定を受けた者 (法第37条第４項）

育成経営体【A】

① 国は、経営管理を効率的・安定的に行う能力等を有すると判断する項目とその基準の考え方を提示（表参照）。
○ 効率的・安定的：生産量の増加又は生産性の向上など９項目。民間事業者の事業内容に該当する項目を全て満た

すことが必要。
○ 経 理 的 基 礎：経理状況が良好であること及び経理を区分できること。
② 都道府県は、国が示した考え方を参考に基準（要件）を設定し、経営管理実施権の設定を希望する民間事業者を公募
し、要件に適合する者を公表。

③ 都道府県は、併せて、このような経営体へと育成を図る林業経営体（育成経営体）の選定も実施。

法第36条第２項の規定により
都道府県が公表する民間事業者【B】

経営管理実施権の設定を希望し、
法の要件に適合する者

○森林経営管理法に基づき都道府県が公表する民間事業者等の基準についての基本的考え方 ○ 「林業経営者」、都道府県が公表する民間
事業者、育成経営体の関係

※ 民間事業者とは、造林、保育、素材生産
等の林業生産活動を行っている民間の事
業者をいう。

法第36条第２項の規定により
都道府県が公表する民間事業者

【Ｂ】

育成経営体

【Ａ】

(1)生産量の増加又は生産性の向上
生産量増加の目標又は

生産性向上の目標を有する
同左

(2)生産管理又は流通合理化等 取り組んでいる 取り組む意向を表明

(3)造林・保育の省力化・低コスト化 〃 〃

(4)主伐後の再造林の確保 〃 〃

(5)生産や造林・保育の実施体制の確保 事業実績３年以上 事業実績１年以上

(6)伐採・造林に関する行動規範の策定等 策定している 策定する意向を表明

(7)雇用管理の改善及び労働安全対策
労確法の県計画に係る取組を行って
いる、労災等に加入している等

労確法の県計画に係る取組を
行う意向を表明

(8)コンプライアンスの確保 法令違反で逮捕されていない等 同左

(9)常勤役員の設置
常勤役員を設置している（又は３年後の
総会までに設置するよう取り組む）

－

経理的な基礎
経理状況が良好である（債務超過では

ない等）、経理を区分できる
－

項目

効
率
的
か
つ
安
定
的
な
経
営
管
理

（
効
率
的

）

（
安
定
的

）

【参考】都道府県が公表する民間事業者の基準の考え方等
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36

経営管理権集積計画のイメージは以下のとおりです。

（参考）経営管理権集積計画のイメージ

　１　個別事項

（名称） （所在地）

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

経 営 管 理 権 集 積 計 画（記載例）

7

6

5

4

3

2

1 ●●市●●

同上

同上

●●市▲▲

同上

同上

同上

同上

同上

スギ9

8

125 12 21 0.62 スギ

124 12 20 スギ

210 24 2 ヒノキ

210 24 1 スギ山林

212 24 3 0.97

16 スギ 65 2019.4.1
20年

(2039.3.31)
山林

18 スギ 30 同上 同上 別添１の②参照

17 スギ 55 同上

123

123

12

12

12123

同上

124 19 ヒノキ 64 同上 同上 別添１の①参照12 山林

25

10

山林

山林

62 同上 同上 別添１の①参照

同上 同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

1.19
別添２の①参照 同上

50 同上

山林

山林

別添２の①参照 同上

58 同上

41 同上 同上 別添１の②参照 別添２の②参照 同上

同上 別添１の①参照 別添２の①参照 同上

2.55

山林

山林

別添１の①参照 別添２の①参照 別添３参照

別添１の①参照 別添２の①参照 同上

別添２の②参照 同上

1.60

林班 小班 地目
面積
ha

現況
樹種

現況
林齢

　●●県●●市●●●、▲▲県▲▲市▲▲

乙が経営管理権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理権
の始期

経営管理権
の存続期間
（終期）
（Ｂ）

経営管理権に基づいて
行われる経営管理の内

容（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき

金銭（Ｄ）の額の算定方法

乙が甲にＤを
支払うべき時
期、相手方及

び方法

備考
地番所　在番号

印 印

整　理
番　号

集〇

経営管理権の設定を受ける市町村
（乙） 　●●市長　●●●● 　●●県●●市●●●

経営管理権を設定する森林の森林
所有者（甲） ●●、▲▲、■■

※経営管理の内容に主伐を

含める場合は15年を超える期

間とする。

事務の手引（記載例）

林地台帳、森林簿
から転記

森林所有者と
協議し決定

経営管理権集積計画のイメージは以下のとおりです。
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（参考）経営管理実施権配分計画のイメージ

経営管理実施権配分計画のイメージは以下のとおりです。
事務の手引（記載例）

印

　１　個別事項

（氏名又は名称） （住所又は所在地）

（名称） （所在地）

スギ 51 同上 同上 別添1の④参照 別添2の②参照

同上 別添1の④参照 別添2の②参照 ー 集◇

126 13 10 山林 － 集◇

126 13 8 山林
2.85

スギ 65 同上

同上 別添1の②参照 別添2の①参照 ー125 13 7 山林 スギ

同上 同上 別添1の③参照 別添2の②参照 ー 集△

ー 集△

125 13 4 山林
2.43

ヒノキ 47

スギ 58 同上 同上 別添1の②参照 別添2の①参照

集△63 同上

ー 集〇

124 12 22 山林 スギ 60 同上 別添1の②参照 別添2の①参照 ー 集△

124 12 20 山林

集〇同上 同上 別添1の①参照

4 同上

5 同上

6 同上

同上 同上 別添1の①参照

同上

スギ 58
4.64

ヒノキ 64

124 12 23 山林

別添2の①参照

経 営 管 理 実 施 権 配 分 計 画（記載例）

備考
地番 林班 小班 地目

面積
ha

現況
樹種

現況
林齢

丙が経営管理実施権の設定を受ける森林（Ａ）

経営管理実
施権の始期

経営管理実
施権の存続

期間
（終期）
（Ｂ）

経営管理実施
権に基づいて
行われる経営
管理の内容

（Ｃ）

木材の販売による収益から伐採等に
要する経費を控除してなお利益があ
る場合において甲に支払われるべき

金銭（Ｄ）の額の算定方法

乙に支払われるべき金
銭がある場合における
当該金銭（Ｅ）の額の

算定方法

印

整　理
番　号

配〇

経営管理実施権の設定を受ける者
（丙） 　●● 　●●県●●市●▲◆

経営管理実施権を設定する市町村
（乙） 　●●市長　●●●● 　●●県●●市●●●

番号 所　在

1 ●●市●●

2 同上

3 同上

－123 12 16 山林
1.25

同上 別添1の①参照 別添2の①参照 ー

124 12 19 山林 別添2の①参照 ー

集〇

123 12 17 山林 スギ 55 同上

スギ 65 2019.12.1
19年

(2038.11.30
別添1の①参照 別添2の①参照

集〇

7 同上

8 同上

9 同上

10 同上

※経営管理の内容に主伐を含め

る場合は15年を超える期間とする。

※経営管理権の存続期間内で設

定する。

※経営管理権集積計画の整理番

号を記載



森林所有者に支払われるべき金銭の額の算定方法の記載例

経営管理実施権配分計画における

森林所有者に支払われるべき金銭の額の
算定方法の記載例

メリット デメリット

パターン①

林業経営者が森林所有
者に支払う利益を計画
策定時に固定する算定
方法

（計画公告時に森林所有
者に当該額を支払う）

＜森林所有者に支払われるべき金銭＞

○ 主伐については、木材の販売による
収益から経費を控除した利益として、林業
経営者が経営管理実施権の設定を受け
るに当たって市町村に提示し、経営管理
実施権配分計画に添付された森林所有
者に支払う金銭の見積額をもとに市町村
が算定する。

・ 森林所有者は、販売収益の変動にか
かわらず一定額の利益を得ることができ
る。

・ 林業経営者は、販売収益の増加や経
費削減により利益が増える。

・ 市町村は、パターン②に比べて森林所
有者への利益還元の妥当性についての
チェックが容易（山元立木価格を参考に
する等）。

・ 森林所有者は、販売収益が見積額より
増加した場合であっても、増加した分の利
益を得ることができない（増加分は全て経
費として計上されるため経費の内訳が不
明瞭となる。）。

・ 林業経営者は、販売収益が見積額より
低下した場合であっても、森林所有者に一
定額を支払うため赤字になる可能性があ
る。

パターン②

林業経営者が伐採等に
係る経費を計画策定時
に固定する算定方法

（実際の販売収益が確
定後に森林所有者に利
益を支払う）

＜森林所有者に支払われるべき金銭＞

○ 主伐については、木材の販売による
収益の額から主伐に係る経費、木材の販
売に係る経費、主伐後の植栽及び保育に
係る経費、経営管理に要する経費を控除
した額とする。

（木材の販売収益の額の算定方法）

○ 主伐に係る木材の販売収益は、実際
に木材を販売して得られた収益の額とす
る。

（経費の算定方法）

○ 林業経営者が経営管理実施権の設
定を受ける際に、市町村に提示した見積
額をもとに、市町村が算定する。

・ 森林所有者は、販売収益が増加した
場合、増加した分の利益を得ることができ
る。

・ 林業経営者は、販売収益が低下した
場合であっても、経費分を優先的に確保
できる。

・ 森林所有者は、販売収益が低下した場
合、利益が少なくなる。

・ 林業経営者は、得られる金額の上限が
固定されているため、販売収益を増加させ
るインセンティブが小さい。

・市町村は、林業経営者が適切な材積、価
格で販売したか確認する必要がある。
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第一世代の伐採・販売に
係る経費
＝200万円

第一世代の
木材販売収益
（300万円）

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営
者の預り金を含む）
＝100万円

＜見積り時＞ ＜実際の販売額＞
（林業経営者が森林所有者に通知する金額）

第一世代の
木材販売収益
（250万円/ha）

第一世代の伐採・販売に
係る経費
＝300万円 第一世代の伐採・販売に

係る経費
＝150万円

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営
者の預り金を含む）
＝100万円

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営
者の預り金を含む）
＝100万円

第一世代の
木材販売収益
（300万円）

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営
者の預り金を含む）
＝100万円

＜見積り時＞

第一世代の
木材販売収益
（400万円）

＜実際の販売額＞
（林業経営者が森林所有者に通知する金額）

第一世代の
木材販売収益
（250万円/ha）

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営
者の預り金を含む）
＝200万円

森林所有者の収入（再造
林等に用いる林業経営者
の預り金を含む）
＝50万円

第一世代の
木材販売収益
（400万円）

パターン①

森林所有者に支払う利
益を計画策定時に固定

パターン②
伐採等に係る経費を
計画策定時に固定

（参考）主伐において見積額と実際の販売額が異なる場合の取扱い

販売収益が見積額を上回る場合 販売収益が見積額を下回る場合

販売収益が見積額を上回る場合 販売収益が見積額を下回る場合

第一世代の伐採・販売
に係る経費
＝200万円

第一世代の伐採・販売に
係る経費
＝200万円

第一世代の伐採・販売に
係る経費
＝200万円

第一世代の木材：
経営管理権を設定
した時点で森林に
存在している立木

39



【参考1】山林所得の計算方法（見積額で精算した場合）

540万円

①林業経営者が見積もった木材販売収入

↑計算明細書に記載する収入金額に相当 240万円

②林業経営者が見積もった木材生産・販売経費等

120万円 ↑計算明細書に記載する伐採費などに相当

180万円 ③留保した預かり金

④見積額をもって精算した額（①－②－③）

300万円 林業経営者の事業収入

⑤販売収入（③＋④） 林業経営者の事業経費

↑計算明細書に記載する差し引き額に相当 林業経営者の事業利益

210万円 50万円 森林所有者に支払う額

取得費・管理費 特別控除 林業経営者が預かる額

↑計算明細書に記載する取得費・管理費 ↑山林所得（40万円）

確
定
申
告
時

※見積額をもって販売収入とし、確定申告す
るため、林業経営者が事業実行後に得た実
際の収入や実際の経費については知る必要
がない（お知らせする必要なし）

配分計画に定めた精算時に
お知らせする
（例えば、配分計画公告時など）

配
分
計
画
策
定
 
～

事
業
実
行
前
ま
で
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【参考2】山林所得の計算方法（実績で精算する場合）

540万円

林業経営者が見積もった木材販売収入

240万円

林業経営者が見積もった木材生産・販売経費等

600万円

①実際の木材販売収入

↑計算明細書に記載する収入金額に相当 270万円

②実際の木材生産・販売経費等

120万円 ↑計算明細書に記載する伐採費などに相当

210万円 ③留保した預かり金

④実績をもって精算した額（①－②－③）

330万円 林業経営者の事業収入

⑤販売収入（③＋④） 林業経営者の事業経費

↑計算明細書に記載する差し引き額に相当 林業経営者の事業利益

210万円 50万円 森林所有者に支払う額

取得費・管理費 特別控除 林業経営者が預かる額

↑計算明細書に記載する取得費・管理費 ↑山林所得（70万円）

配分計画に定めた精算時に
お知らせする
（例えば､木材収入確定後など）

配
分
計
画
策
定
時

確
定
申
告
時

事
業
実
行
後
　
～

精
算
時

※実績をもって販売収入を確定し、確定申告
するため、林業経営者が実際に得た収入と
実際の経費をお知らせする必要がある
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経営管理実施権配分計画を公告することで経営管理実施権等が設定されます。
公告した経営管理実施権配分計画は担当課の窓口等で縦覧しましょう。

経営管理実施権配分計画を公告、縦覧しよう

経営管理実施権配分計画を公告、縦覧し
よう

経営管理実施権配分計画を定めたときは、イン
ターネットや市町村の公報で公告し、市町村の
担当課の窓口で縦覧しよう。

公告した経営管理実施権配分計画の写しを林業
経営者及び森林所有者に送付しよう。

○ 作業フロー図

１

Step

○ 概要

・経営管理実施権配分計画は公告する

ことで経営管理実施権等が設定（法第

37条第２項）

・また、経営管理実施権は公告後に森

林所有者となった者にも効力あり（法

第37条第３項）

・そのため、経営管理実施権配分計画

を定めた場合、経営管理権集積計画と

同様、インターネットや市町村の公報

で公告し、担当課の窓口で縦覧

☆ ポイント
計画を公告・縦覧する際、個人情報保護の関係から森林所有者の氏名等は黒塗りにするなど配慮しよう。

公告後に森林所有者が変更になった場合手引4-6-2

事務の手引 4-6



経営管理実施権配分計画を縦覧する際は、個人情報保護
の関係に留意する必要があります。

（参考）経営管理実施権配分計画の公告、縦覧

この計画に同意する。

権利の設定を受ける者（丙） 住　　　所（同上） 印

権利の設定をする市町村（乙） 住　　　所（同上） 印

（記載注意）

(１)　この個別事項は、経営管理実施権の設定を受ける者が異なる場合には、別葉とすること。

(２)（Ｂ）欄は、「○年」又は「○○年○○月○○日まで」と記載すること。

(３)　備考欄には、経営管理権集積計画の整理番号を記載すること。

(４)　共有者不明森林又は所有者不明森林に係る特例により定められた経営管理権集積計画に基づく森林の場合は、特例手続により定めた旨が分かる書類を添付する

とともに、備考欄に記載すること。また、森林所有者が変更となった場合は、新たな森林所有者と元の森林所有者の氏名、住所が記載された書類を添付すること。

(５)　当該経営管理実施権配分計画の内容に関して丙が乙に提出した企画提案書及び図面を添付すること。

126

126 13 10 山林 スギ 51 ▲▲県▲▲町■■■ ■■■■

▲▲▲▲ 別添3の②参照 －

別添3の③参照 － 集◇

●●

●●市長　●●●●

集◇▲▲県▲▲町■■■ ■■■■ 別添3の③参照 －

スギ

13 8 山林
2.85

63 ●●県●●市▲▲▲

スギ 65

集△

125 13 4 山林
2.43

ヒノキ 47 ●●県●●市▲▲▲

スギ 58 ●●県●●市▲▲▲ ▲▲▲▲ 別添3の②参照 －

集△

▲▲▲▲ 別添3の②参照 － 集△

125 13 7 山林

集〇

124 12 22 山林 スギ 60 ●●県●●市▲▲▲ ▲▲▲▲ 別添3の②参照 － 集△

スギ 58 ●●県●●市◆◆◆ ◆◆◆◆

124 12 19 山林

4.64
別添3の①参照 －

124 12 23 山林

124 12 20 山林

別添3の①参照 － 集〇

◆◆◆◆ 別添3の①参照 － 集〇

集〇ヒノキ 64 ●●県●●市◆◆◆ ◆◆◆◆ 別添3の①参照 －

123 12 17 山林 スギ

氏名又は名称

123 12 16 山林
1.25

スギ 65 ●●県●●市◆◆◆

小班 地目
面積
ha

現況
樹種

現況
林齢

住所又は所在地

55 ●●県●●市◆◆◆ ◆◆◆◆

Ａの森林所有者（甲）
丙が甲にＤを
支払うべき時
期、相手方及

び方法

丙が乙にＥ
を支払うべ

き時期
備考

地番 林班番号 所　在

丙が経営管理実施権の設定を受ける森林（Ａ）

1 ●●市●●

2 同上

3 同上

4 同上

5 同上

6 同上

7 同上

8 同上

9 同上

10 同上

経営管理実施権配分計画を公告・縦覧する場合、森林
所有者の氏名や住所、支払の相手方等、個人情報の保
護の観点から公表することが望ましくない部分につい
ては黒塗りにしましょう。

公告することで民間事業
者に経営管理実施権が

設定されます
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経営管理実施権の設定を受けた民間事業者（林業経営者）が経営管理実施権配分計画
に基づいて着実に経営管理を実施し、適切な会計処理を行うよう指導するとともに経
営管理の状況等に関して報告を受け、経営管理が確保されるようにしよう。

林業経営者から報告を求め指導しよう

林業経営者から報告を受けよう

林業経営者から、経営管理の状況や留保してい
る再造林経費の状況等について報告を受けよう。

○ 作業フロー図

１
Step

○ 概要

・経営管理実施権を設定した森林につい

て、市町村は経営管理権を有しているた

め、民間事業者に再委託した場合も経営

管理を確保するよう努める必要あり

・そのため、経営管理実施権を設定した

民間事業者（林業経営者）から経営管理

の状況等について報告を受け、報告を踏

まえて指導することで経営管理を確保

☆ ポイント
報告の内容から、経営管理実施権を設定した民間事業者が経営管理を適切に行っていない場合、まずは経営
管理が確保されるよう指導しましょう。それでもなお経営管理が確保されないと判断した場合は、経営管理
実施権配分計画を取り消して、新たな民間事業者へ経営管理実施権を設定すること等も検討しよう。

報告を受ける項目 手引4-8

事務の手引 4-7･8

経営管理によって発生する金銭の会計処理 手引6

林業経営者と基本的事項を確認しよう

林業経営者が適切に経営管理や会計処理を行う
よう、配分計画に同意を得る際、経営管理の内
容や会計処理等について確認しよう。

２
Step

林業経営者を指導しよう

報告を踏まえ、適切に経費を留保していない等
の場合には、林業経営者が適切に経営管理や会
計処理を行うよう指導しよう。

３
Step



事務手続を進める中で得た書類は、権利義務に関係する書類や、今後の意向調査等の参考となる
書類なので一定期間保管しよう。

（参考）情報・書類を整理・保管しよう

☆ ポイント
各市町村で定める公文書管理に関する条例において、上記の保管期間以上の期間が定め
られている場合は、最低限、条例に定められた期間以上は保管する必要があります。

事項
事務の手引
の関連項目

最低限の保管期間 整理・保管するもの

意向調査の回答 2-3-7

15年
（設定した経営管理権等の存続期間が15年を超
える場合は、その存続期間）

回答原本

集積計画の作成に係る申出書 2-4-1 申出書原本

申出森林において集積計画を作成しない旨
の通知書（※通知した場合のみ）

2-4-2 通知書の写し

意向調査又は申出により集積計画作成の希
望があったにもかかわらず、作成しないこ
ととした森林の情報

2-3-7
2-4-2

別記様式８

集積計画 2-6-1

経営管理権の存続期間

計画原本

森林所有者が計画内容について市町村から
説明を受けたこと等に関する確認書

2-5-3 確認書原本

民間事業者からの企画提案書 4-4-1

５年
（企画提案書に基づき設定した経営管理実施権
の存続期間が５年を超える場合は、その存続期
間）

企画提案書原本

配分計画 4-6-1 経営管理実施権の存続期間 経営管理実施権の存続期間

集積計画、配分計画に記載された森林所有
者の変更に関する情報等

2-8-1
4-10-3

経営管理権等の存続期間 別記様式８又は別記様式21
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【 キーワード 】 委託・管理権， 再委託・実施権， 利益・受益権

森林所有者 市　町　村 民間事業者

〔意向・現況調査等より〕 ◇ 経営管理権集積計画

　　　委託 →  【経営管理権】

〔森林環境譲与税使途〕 

・市町村森林経営管理事業 → ・森林施業等の請負

◇ 経営管理実施権配分計画

　　　再委託 → 【経営管理実施権】

【経営管理受益権】 ・収支見積（収益・経費等）

【経営管理受益権】← 　　　←　←　←　←　← 　← 利益

集積計画対象森林

私  有  林

不採算森林

採算森林

利益等

キーワード 定　義　等 参  考

 経営管理権

森林について森林所有者が行うべき自然的経済的社会的諸条件に応じた経営又は管理を市町村が行
うため、当該森林所有者の委託を受けて立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育（以下「伐採
等」という。）（木材の販売による収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売
収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を森林所有者に支払うこと
を含む。）を実施するための権利をいう。

 森林経営管理法
 第２条第４項

 経営管理実施権

森林について経営管理権を有する市町村が当該経営管理権に基づいて行うべき自然的経済的社会的
諸条件に応じた経営又は管理を民間事業者が行うため、当該市町村の委託を受けて伐採等（販売収
益を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にその一
部を市町村及び森林所有者に支払うことを含む。）を実施するための権利をいう。

 森林経営管理法
 第２条第５項

 経営管理受益権

市町村は、経営管理権集積計画を定めたときは、農林水産省令で定めるところにより、遅滞なく、
その旨を公告するものとする。
その公告があった経営管理権集積計画の定めるところにより、森林所有者に金銭の支払を受ける権
利が、設定される。

 森林経営管理法
 第７条第２項

「森林経営管理制度」権利関係キーワード
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条件不利森林等
を判断するため
の参考フロー○

森林環境譲与税を財源とし
て充てる市町村が実施する
森林整備等については，
「自然的条件が悪く，採算
ベースに乗らない森林」と
しており，そのうち市町村
に管理を委託された私有林
が対象とされています。

そのため，森林環境譲与税
を活用した間伐等の森林整
備を行うに当たり，対象と
する森林が，自然的条件に
照らして林業経営に適さな
い森林，すなわち「条件不
利森林」に該当するかどう
かについて判断する必要が
あります。

16

県ガイドライン：Ｐ１９


